
ガバナンス研究部会（第３２４回）議事録 

 

日時：202５年１０月１７日（金）午後６時～８時 

場所：WEB 会議 

出席者：（計１２人） 

 

【定例研究発表】 

１ Well-being 経営とコーポレートガバナンス（山本正 部会員） 

＜概要説明＞ 

○ Well-being 経営の定義と背景 

・Well-being 経営とは、従業員の心身の健康、心理的安全性、キャリア自律、多様性

などを包括する「幸福度の高い状態を企業が意識的に支援する経営戦略」である。これ

は単なる福利厚生ではなく、経営の中核として位置づけられる。 

・資本主義経済システムは、「資本の増殖（テーゼ）」と「幸福の追求（アンチテーゼ）」

を経て、「資本の増殖と幸福の増殖を統合する（ジンテーゼ）」という新たな段階に変容

しつつある。Well-being 経営は、人的資本経営が重視する「能力向上」よりも、「幸福

実感・心理的満足」を重視し、これらが創造性の源泉である「フロー」を生み出すとい

う価値観に基づき、企業の持続的発展の必須条件となる。 

○ 肯定的側面と内在するパラドックス（肯定的見方と批判） 

・幸福度の高い従業員は集中力や創造性が高い（「フロー効果」）ため、生産性向上に直

結する。 

・一方、「幸福を掲げつつ実態は効率追求」という美名の下の利益追求や、「幸せである

べき」という幸福の押しつけは、従業員の不信感や同調圧力を生む。株主価値との衝突

（利益逸脱批判）のリスクも内包する。 

○ ガバナンスにおける理論統合と取締役会の新使命 

・Well-being 経営の実現には、エージェンシー理論とステークホルダー理論の二項対

立を超越する弁証法的統合が必要である。 

・統合理論は「価値創造エコシステム理論」として捉えられる。取締役会の新しい使命

は、「株主 vs ステークホルダー」の二項対立を超越し、この統合的価値創造の「設計

者・調整者・守護者」の役割を担うことである。 

・経産省の「稼ぐ力を強化する取締役会の 5 原則」は、この統合に強く整合する。 

・企業不祥事防止に偏重しがちであった内部統制システムも、Well-being 経営への移

行に伴い再構築が必要となる。従来の内部統制が「守り」であったのに対し、Well-being

経営では、従業員の創造性や自律性を引き出す「攻め」のポジティブな統制環境の構築

が、持続可能な企業成長につながる。 

○ 結論 

・資本主義経済システムの新たな段階において、Well-being 経営は、企業の持続可能

性を左右する重要課題である。コーポレートガバナンスの枠組みの再構築で、Well 

being 経営を遂行してゆくことが日本企業に強く求められている。それを担う中核が取



締役会である。「価値創造エコシステムの設計者・調整者・守護者」として機能を発揮

するような人員構成と運営が期待される。 

 

＜討議・意見＞ 

○ 今回の発表資料作成には AI を使用したとのことだが、その旨を明記すべきである。論

考などを作成する際の AI の利用方法については、今後の課題と考える。 

○ Well-being 経営と人的資本経営の概念の違いが必ずしも明確ではない。人的資本経営

の概念の中に本発表でいう Well-being 経営が含まれるように感じる。 

○ Well-being 経営は働く人の幸福に焦点を当てているのに対して、人的資本経営は会社

の業務を適切に行うための能力開発に焦点を当てており、両者は「同根」ではあるが重

点の置き方が異なると言える。 

○ 現在、統合報告書などで「人的資本」という言葉が用いられているが、これは本来独立

した存在の労働者を資本家が自己のコントロール下におけるかのようなイメージを連

想させることから、この言葉を用いることは必ずしも好ましくないのではないか。 

○ 発表者の結論の中で、取締役会に対して「価値創造エコシステムの設計者・調整者・守

護神」の機能を期待するという指摘がある、これが取締役会の本来の機能であるかにつ

いては疑問がある。社外取締役を重視する取締役会にそのようなことが期待できるのか。 

○ Well-being 経営に関して、（1）個人に対して価値観の押し付けになるのではないか、

（2）企業が対応すべき人権問題を企業内の従業員への対応という狭い範囲にとどめる

ものになるのではないかという懸念がある。 

 

２ DEIB とは何か（山田雅穂 部会員） 

＜概要説明＞ 

○ DEIB とは、Diversity：多様性、 Equity：必要な情報、機会やリソースに公平にアク

セスできること、Inclusion：組織の同じメンバーとして包摂すること、Belonging：そ

の組織のメンバーであるという帰属意識を持つことである。 

○ ダイバーシティは主に①表層的なダイバーシティ：外観から認識できる違い（性別、人

種、障害の有無など、本人が選択・変更できない属性）と、②深層的なダイバーシティ：

外観から認識しにくい違い（性格、考え方、信条など）に分けられている。このダイバ

ーシティの概念の背景には、ジェンダー、人種、性自認や障害などに対する差別や排除

の問題があり、ダイバーシティを活かすには、①雇用上の差別や排除の問題をなくし、

すべての人に雇用の機会を保障することと、②「人権を保障すること」が必要不可欠な

基礎となる。 

○ 障害者雇用を DEIB の課題と捉える企業が増えているが、一方で障害者を積極的な戦力

として捉えた研究は、筆者の研究以外には少ない。また障害者の実雇用率は 2.41%（法

定雇用率 2.5%）、法定雇用率達成企業の割合は 46.0%である。障害者が DEIB の議論

から取り残される状態が続く理由について、CSR と経営倫理の視点から考察する。 

○ CSR とは、ISO26000 では「組織の社会的責任」の定義を「組織の決定及び活動が社

会及び環境に及ぼす影響に対して、次のような透明かつ倫理的な行動を通じて組織が行

う責任」と定義し、「その組織全体に統合され、その組織の関係の中で実践される」と



している。つまり CSR とは「本業を通じて果たすもの」であり、取り組まなくてもい

い「任意のもの」ではない。よって障害者雇用も本業を通じて果たす CSR の重要課題

であり、経営課題である。 

○ 次に、ダイバーシティの目的を「競争優位」と「組織パフォーマンスの向上」に資する

ことのみに焦点を当てた従来の議論では、「経営倫理」の視点が欠けているからである。

経営倫理とは『旧来からの「効率性原理」と「競争性原理」の二原理中心による利益の

極大化を最重要な価値ある考え方とする企業価値観』に対して、「人間性原理」と「社

会性原理」をそれらと対等の価値として加えた「経営価値四原理システム」が最も重要

な企業価値観・経営の在り方だとする」ものである。よって障害者も包摂するには、競

争性原理と効率性原理だけでなく、人権を含めた人間性原理と、CSR を含めた社会性

原理をも対等な価値として加え、発展させていく経営倫理を基盤とすることが不可欠で

ある。 

 

＜討議・意見＞ 

○ 現在の障害に対する考え方にはさまざまな問題がある。人はだれでも助けを求める弱い

立場になりうること、人は誰でも対等な権利を持つ平等な存在であることを念頭に置い

て議論を進める必要がある。言葉遣いも重要であり、安易な言葉は障害を持つ人を傷つ

けてしまうことを認識すべきである。 

○ 米国においてダイバーシティの目的は、主として企業が競争社会を勝ち抜くための手段

であると言われている。最近の状況を見ると、そればかりではなくダイバーシティを宗

教的な価値観で主張するものもいて、必ずしも米国の見方は一本化していないと思う。 

○ CSR は企業が自主的に取り組むものである。障害者には「戦力にならない」（企業など

で働けない）人もいることから、企業だけで対応するのは不十分であり、国家の役割も

大きい。企業と国家の両面からこの問題に取り組んでいくべきである。 

 

【次回開催日】１１月２１日（金）午後６時 WEB 開催 


